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損保数理（問題） 

 

特に断りがないかぎり、消費税については考慮しないこととする。また、免責金額および支払限度額

は１事故あたりのものであり、各クレームは独立であるものとする。 

 

 

問題１．次のⅠ～Ⅶの各問について、最も適切なものをそれぞれの選択肢の中から選び、解答用紙の所

定の欄にマークしなさい。                        各７点 （計４９点） 

Ⅰ．ある保険商品のクレーム総額 S はガンマ分布の分布関数 
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)0,0,0(  x  を用いて、 ),:(),,:( 00  xxGxxH  で近似できることが

分かっている。このとき、次の（１）～（３）の各問に答えなさい。クレーム総額 S の平均、標準偏

差、歪度は上記近似を行っても変化しないこととする。なお、歪度は、確率変数 X の k 次のキュムラ

ント k を用いて、歪度
3

3




 にて定義される。 

 

（１）この保険商品のクレーム総額 S の標準偏差σを用いて、歪度は
dummy3

で表される。 

 ①、②に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）  （Ｂ） 2  （Ｃ） 3  （Ｄ） 4  （Ｅ）
2  

（Ｆ）
3  （Ｇ）

4  （Ｈ）   （Ｉ） 2  （Ｊ） 3  

（Ｋ） 4  （Ｌ）
2  （Ｍ）

3  （Ｎ）
4  （Ｏ）いずれにも該当しない 

 

（２）この保険商品のクレーム総額 S について、平均 10、標準偏差 2 、歪度 2 であることが分か

っている。このとき、 0x の値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）1 （Ｂ）2 （Ｃ）3 （Ｄ）4 （Ｅ）5 

（Ｆ）6 （Ｇ）7 （Ｈ）8 （Ｉ）9 （Ｊ）10 

 

（３）保険会社は、クレーム総額の期待値の 30%に当たるファンドを期首のサープラスとして保有し、

保険料収入はクレーム総額の期待値に 10%の安全割増を付加したものとした。初年度の期末のサー

プラスが負になる確率に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、期中のクレームはすべて

期末に支払うものとし、必要があれば 718.2e を使用すること。 

 

（Ａ）1.1% （Ｂ）1.3% （Ｃ）1.5% （Ｄ）1.7% （Ｅ）1.9% 

（Ｆ）2.1% （Ｇ）2.3% （Ｈ）2.5% （Ｉ）2.7% （Ｊ）2.9% 

① 

② 



平成 27 年度 

損保数理･･････2 

 

 

Ⅱ．ある定額払保険商品の発売にあたり、次のとおり保険料収入と保険金支払について計画を作成し、

それに基づく各年度の損害率の検討を行う。 

 発売開始日： 平成X年 4 月 1 日（保険始期は毎月 1 日のみとする。） 

 保険期間：  1 年間のみ 

 保険料：   払込方法は一時払のみで、保険始期と同日に収入するものとする。 

        各月の営業保険料収入は平成X 年度は毎月 3,500 万円、平成 1X  年度は毎月 4,000

万円とする。 

 保険金：   予定損害率は 60%とし、事故は保険期間中均一に発生すると仮定する。 

        事故発生から保険金支払までの期間は 2 か月とする。 

このとき、次の（１）～（３）の各問に答えなさい。なお、各月の日数は同一と仮定する。 

 

（１）平成X年度のアーンドベーシス損害率は        %である。a、b のそれぞれに当てはまる 1

桁の数字を解答用紙の所定の欄にマークしなさい。なお、既経過保険料については保険始期を毎月

月初とする 12 分の 1 法で算出し、既発生保険金については事故発生と同時に保険金の発生を認識

するものとして算出すること。また、計算の途中において端数処理は行わず、計算結果はパーセン

ト表示における小数点以下第 1 位を四捨五入した整数で求めることとし、計算結果が 10%未満とな

った場合は a の欄に 0 をマークしなさい。  

 

（２）平成X年度のリトンベーシス損害率は        %である。c、d のそれぞれに当てはまる 1 桁

の数字を解答用紙の所定の欄にマークしなさい。なお、計算の途中において端数処理は行わず、計

算結果はパーセント表示における小数点以下第 1 位を四捨五入した整数で求めることとし、計算結

果が 10%未満となった場合は c の欄に 0 をマークしなさい。  

 

（３）平成 1X  年度のリトンベーシス損害率は        %である。e、f のそれぞれに当てはまる 1

桁の数字を解答用紙の所定の欄にマークしなさい。なお、計算の途中において端数処理は行わず、

計算結果はパーセント表示における小数点以下第 1 位を四捨五入した整数で求めることとし、計算

結果が 10%未満となった場合は e の欄に 0 をマークしなさい。  
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Ⅲ．ある保険会社では２種類の保険種目を販売しており、各保険種目の契約ポートフォリオから生じる

年間のクレーム総額をそれぞれ 1S , 2S とする。 1S , 2S は互いに独立で、それぞれ次表のようなパラメ

ータをもつ複合ポアソン分布に従っているとする。 

クレーム総額 平均事故件数 個々のクレーム額分布 

1S  4 平均 2 の指数分布 

2S  6 平均 1 の指数分布 

今、２種目の契約ポートフォリオを 1 つのポートフォリオ（集合的リスクモデル）とみなし、そのク

レーム総額を 21 SSS  、事故件数をN 、個々のクレーム額を  NiX i ,,2,1 ･･･ とする。このとき、

次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 

 

（１）クレーム総額 S の期待値 )(SE は       、分散 )(SV は       である。 

 

①に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）6 （Ｂ）8 （Ｃ）10 （Ｄ）12 （Ｅ）14 

（Ｆ）16 （Ｇ）18 （Ｈ）20 （Ｉ）22 （Ｊ）24 

 

②に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）16 （Ｂ）20 （Ｃ）24 （Ｄ）28 （Ｅ）32 

（Ｆ）36 （Ｇ）40 （Ｈ）44 （Ｉ）48 （Ｊ）52 

 

（２）商品改定により、個々のクレーム額 iX が一律 2 倍となる場合を想定する。このとき、クレーム

額増額後のクレーム総額
'S が期待値 )(SE  、分散 )(SV  の正規分布に従うものと仮定し、正規分布

近似によりクレーム総額
'S の 97.5 パーセンタイル値（   975.0'  aSPr を満たす値a）を求めた

場合、aに最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

  なお、必要があればZ を標準正規分布に従う確率変数とするとき、   975.096.1 ZPr であるこ

とを使用すること。 

 

（Ａ）26 （Ｂ）30 （Ｃ）34 （Ｄ）38 （Ｅ）42 

（Ｆ）46 （Ｇ）50 （Ｈ）54 （Ｉ）58 （Ｊ）62 

 

 

 

 

② ① 
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Ⅳ．ある保険会社の火災保険の料率は、地域（都市か郊外か）および構造（耐火か非耐火か）の二つの

危険標識で複合的に区分されている。この火災保険に関するある年度の実績統計が下表のとおりであ

ったとする。この複合リスクについて、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 

 

＜エクスポージャ＞ 

  耐火 非耐火 

都市 560 440 

郊外 200 300 

 

＜クレーム総額＞ 

  耐火 非耐火 

都市 560 1,540 

郊外 300 1,350 

 

（１）地域「都市」、構造「非耐火」に対応する相対クレームコスト指数の実績値に最も近いものは、

選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）1.28 （Ｂ）1.30 （Ｃ）1.32 （Ｄ）1.34 （Ｅ）1.36 

（Ｆ）1.38 （Ｇ）1.40 （Ｈ）1.42 （Ｉ）1.44 （Ｊ）1.46 

 

（２）地域・構造別の相対クレームコスト指数 )4,3,2,1( iYi について、 iY の従う指数型分布族を正規

分布  
 
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
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（ここで、  ii YE 、 i はエクスポージャ）、

リンク関数を xxg )( とする一般化線形モデルを用いて計算したとき、地域「都市」、構造「非耐

火」に対応する相対クレームコスト指数の推定値（料率係数の値）に最も近いものは、選択肢のう

ちのどれか。なお、一般化線形モデルのパラメータは最尤法で推定するものとする。 

 

（Ａ）1.28 （Ｂ）1.30 （Ｃ）1.32 （Ｄ）1.34 （Ｅ）1.36 

（Ｆ）1.38 （Ｇ）1.40 （Ｈ）1.42 （Ｉ）1.44 （Ｊ）1.46 
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Ⅴ．以下のような累計支払保険金実績データのある保険種目に関して、2014 年度末の支払備金（＝

「最終累計発生保険金の合計」－「2014 年度末の累計支払保険金の合計」）の評価を行うことを考え

る。なお、この保険種目は第 4 経過年度で保険金の支払を完了する（支払備金が残らない）ものとし、

累計支払保険金のロスディベロップメントファクターの予測値には、既知の事故年度別のロスディベ

ロップメントファクターを事故年度に対応する i（下表参照）にて加重平均した値を用いるものとす

る。 

また、計算の途中において、ロスディベロップメントファクターについては小数点以下第 4 位を四捨

五入して小数点以下第 3 位までの数値を用い、保険金・支払備金については小数点以下第 1 位を四捨

五入して整数値を用いるものとする。なお、インフレの影響は考慮しなくてよい。 

   ＜事故年度別 累計支払保険金の推移＞ 

事故年度 経過年度 

 i  1 2 3 4 

2011 年度 1 1,620 2,980 3,300 3,440 

2012 年度 2 1,760 3,190 3,460  

2013 年度 3 2,210 3,750   

2014 年度 4 2,880    

 

このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 

 

（１）チェイン・ラダー法を用いて評価を行う場合、2014 年度末の支払備金に最も近いものは、選択

肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）3,200 （Ｂ）3,250 （Ｃ）3,300 （Ｄ）3,350 （Ｅ）3,400 

（Ｆ）3,450 （Ｇ）3,500 （Ｈ）3,550 （Ｉ）3,600 （Ｊ）3,650 
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（２）実績データの十分性に疑義があるため、さらにボーンヒュッター・ファーガソン法を用いて評価

を行うこととした。 

下表の契約年度ごとの営業保険料および予定損害率から事故年度ごとの最終累計発生保険金の当

初予測値を算出するものとすると、ボーンヒュッター・ファーガソン法による 2014 年度末の支払

備金に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。なお、最終発生保険金の当初予測値算出に用いる

事故年度別の既経過保険料は 2 分の 1 法により算出するものとする。 

 

契約年度 営業保険料 予定損害率 

2010 年度 7,800 50％ 

2011 年度 8,200 50％ 

2012 年度 9,400 60％ 

2013 年度 10,500 60％ 

2014 年度 12,000 60％ 

 

（Ａ）4,200 （Ｂ）4,250 （Ｃ）4,300 （Ｄ）4,350 （Ｅ）4,400 

（Ｆ）4,450 （Ｇ）4,500 （Ｈ）4,550 （Ｉ）4,600 （Ｊ）4,650 
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Ⅵ．ある積特型積立保険の積立部分に関する条件が下表のとおりであるとする。この積立保険について、

次の（１）、（２）の各問に答えなさい。なお、計算の途中において、現価率および期始払年金現価率

は、小数点以下第 5 位を四捨五入して小数点以下第 4 位までの数値を用いることとする。 

 

＜条件＞ 

項目 条件 備考 

保険期間 5 年  

払込方法 年払（期始払）  

満期返れい金 200 万円 保険期間満了時に支払 

中途返れい金 50 万円 第 3 保険年度末に保険契約が有効な場合に支払 

予定利率 2%  

予定契約消滅率 2%  

維持費率 3% 年払積立保険料に対する割合 

代理店手数料率 3% 年払積立保険料に対する割合 

 

 

（１）積立型基本特約保険料に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）471,000 円 （Ｂ）473,000 円 （Ｃ）475,000 円 （Ｄ）477,000 円 （Ｅ）479,000 円 

（Ｆ）481,000 円 （Ｇ）483,000 円 （Ｈ）485,000 円 （Ｉ）487,000 円 （Ｊ）489,000 円 

 

（２）第 4 保険年度末の払戻積立金の金額の積立型基本特約保険料に対する割合に最も近いものは、 

 選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）2.50 （Ｂ）2.60 （Ｃ）2.70 （Ｄ）2.80 （Ｅ）2.90 

（Ｆ）3.00 （Ｇ）3.10 （Ｈ）3.20 （Ｉ）3.30 （Ｊ）3.40 
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Ⅶ．下記の Lundberg モデルについて、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。なお、このモデルでは

「時刻 tのサープラス tU が 0tU となる状態」を破産と呼ぶ。なお、必要があれば 718.2e を使

用すること。 

 

 ・クレーム件数過程のパラメータ ： 5.0  

 ・個々のクレーム額の平均  ： 10 （個々のクレーム額は指数分布に従う。） 

 ・安全割増率    ： 2.0  

 

（１）期首サープラス 0u のとき、破産確率に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

（ヒント：期首サープラス 0u の Lundberg モデルにおいて、破産が発生し、かつ破産直後のサー

プラスが y )0( y 以上である確率 ),0( yG は、   
y

dxxF
c

yG
0

)(1),0(


と表される。ここで、

はクレーム件数過程のパラメータ、 cは単位時間当たりの収入保険料、 )(xF は個々のクレーム

額 iX の分布関数である。） 

 

（Ａ）81% （Ｂ）83% （Ｃ）85% （Ｄ）87% （Ｅ）89% 

（Ｆ）91% （Ｇ）93% （Ｈ）95% （Ｉ）97% （Ｊ）99% 

 

 

（２）期首サープラス 60u のとき、サープラスが初めて 60 未満となったという条件の下で、そのサ

ープラスが期首時点の半分未満となる（期首時点からの損失額が 30 を超える）条件付確率に最も

近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）5% （Ｂ）10% （Ｃ）15% （Ｄ）20% （Ｅ）25% 

（Ｆ）30% （Ｇ）35% （Ｈ）40% （Ｉ）45% （Ｊ）50% 
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問題２．次のⅠ～Ⅷの各問について、最も適切なものをそれぞれの選択肢の中から選び、解答用紙の所

定の欄にマークしなさい。 Ⅱ、Ⅳ、Ⅴ:７点、その他:６点 （計５１点）  

Ⅰ．ある保険会社が販売している保険商品は、免責金額を設定しない場合、１契約あたりの年間のクレ

ーム件数nは幾何分布 nnf )4.01(4.0)(   )2,1,0( n に従い、１事故あたりのクレーム額は平

均 50 万円の指数分布に従うことがわかっている。 

この保険商品において、クレーム発生頻度が上昇し、１契約あたりの年間のクレーム件数nが幾何分

布 
nkknf )4.01(4.0)(   )10,2,1,0(  kn に従うようになったため、免責金額を適用す

ることとした。 

このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。なお、必要があれば、 905.01.0 e を使用するこ

と。  

 

（１）全ての事故に対して免責金額 20 万円をエクセス方式で適用したところ、年間の発生保険金の期

待値がクレーム発生頻度上昇前と同じとなった。このとき、k の数値に最も近いものは、選択肢の

うちのどれか。 

 

（Ａ）0.61 （Ｂ）0.63 （Ｃ）0.65 （Ｄ）0.67 （Ｅ）0.69 

（Ｆ）0.71 （Ｇ）0.73 （Ｈ）0.75 （Ｉ）0.77 （Ｊ）0.79 

 

（２）（１）の代わりに、１契約あたり年間２回目以降の事故に対して免責金額 20 万円をエクセス方

式で適用したところ、年間の発生保険金の期待値がクレーム発生頻度上昇前と同じとなった。この

とき、 k の数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）0.76 （Ｂ）0.78 （Ｃ）0.80 （Ｄ）0.82 （Ｅ）0.84 

（Ｆ）0.86 （Ｇ）0.88 （Ｈ）0.90 （Ｉ）0.92 （Ｊ）0.94 
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Ⅱ．ある保険における 1 契約者あたりの発生保険金 iX は、  の下で、各年度独立に同一の確率密

度 関 数     )0,0(e x p||  iiiX xxxf
i

 　　 に 従 い 、  自 身 も 確 率 密 度 関 数

    )0(3.0exp09.0   　　 に従うことが分かっている。さらに、契約者 A の過去 3 年間の発

生保険金が下表のとおりであったとき（これを )2.0,2.1,3.0(),,( 321  xxxx と書く）、この契約者の

今年度（第 4 年度）の発生保険金について、ベイズ方法論を用いて推定したい。このとき、次の（１）、

（２）の各問に答えなさい。 

 第 1 年度 第 2 年度 第 3 年度 

発生保険金 0.3 1.2 0.2 

 

（１）契約者 A の事後分布  xX ||  は以下のとおりである。ここで、 ),,( 321 XXXX である。 

 

    )0(exp
3

||   　　　　　　　　　　　　
　　　　　

xX  

 

①～③に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。なお、同じ選択肢を複数回用いて

もよい。 

 

（Ａ）1 （Ｂ）2 （Ｃ）3 （Ｄ）4 （Ｅ）5 

（Ｆ）6 （Ｇ）7 （Ｈ）8 （Ｉ）9 （Ｊ）10 

 

（２）契約者 A の今年度（第 4 年度）の発生保険金の期待値は       であり、契約者 A の今

年度（第 4 年度）の発生保険金がその期待値を上回る確率の期待値は       である。④、

⑤に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

   

【④の選択肢】 

（Ａ）0.25 （Ｂ）0.30 （Ｃ）0.35 （Ｄ）0.40 （Ｅ）0.45 

（Ｆ）0.50 （Ｇ）0.55 （Ｈ）0.60 （Ｉ）0.65 （Ｊ）0.70 

 

【⑤の選択肢】 

（Ａ）33% （Ｂ）36% （Ｃ）39% （Ｄ）42% （Ｅ）45% 

（Ｆ）48% （Ｇ）51% （Ｈ）54% （Ｉ）57% （Ｊ）60% 

 

① ② 

 

④ 

 

③ 

⑤ 
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Ⅲ．事故年度  Nii ,,1 、経過年数  Nkk ,,1 における累計支払保険金の確率変数を kiC , とし、

支払は事故発生からN 年で完了するものとする。また、次の前提を置く。 

  

前提条件１：    1,,1,,,1,,| ,,1,1,  NkNiCbCCCE kikkiiki  　　　
 

 前提条件２：    1,,1,,,1,,| ,

2

,1,1,  NkNiCCCCV kikkiiki  　　　  

 前提条件３：異なる ts, に対して Nss CC ,1, ,, と Ntt CC ,1, ,, は独立 

  

 さ ら に 、 既 知 で あ る jiC , の う ち 、 経 過 年 数 k 年 ま で の も の す べ て を 、

 　　 kjjNiCB jik ,,1,1,,1|,   とする。このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさ

い。 

（１）ロスディベロップメントファクターの期待値 kb を以下の通り推定する。（推定値を kb̂ とする。） 

      1,,1ˆ

1

,

1

1,
















Nk

C

C

b
kN

i

ki

kN

i

ki

k 　　
 

これが不偏推定量であることは、次のように確認することができる。 

     kkN

i

kN

i

kkk bEBbEEbE 
































1

1|ˆˆ

　　　　　　

　　　　　

 

 

①、②に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。なお、同じ選択肢を複数回用いて

もよい。 

 

（Ａ） ib
 

     （Ｂ） 1b
 

     （Ｃ） kb
 

     （Ｄ） kNb     
    （Ｅ） 1Nb

 
（Ｆ） iiC ,     

（Ｇ） 1,iC
  

  （Ｈ） kiC ,  
   （Ｉ） kNiC ,  

    
（Ｊ） 1, NiC

 
（Ｋ） iiiCb ,    （Ｌ） 1,iiCb    （Ｍ） kiiCb ,    （Ｎ） kNiiCb ,  

   
（Ｏ） 1, NiiCb

 
（Ｐ） 1,1 iCb     （Ｑ） kikCb ,    （Ｒ） kNikN Cb  ,  （Ｓ） 1,1  NiN Cb     

（Ｔ）いずれにも該当しない 

 

（２）経過年数 k の分散係数 2

k を以下の通り推定する。（推定値を 2ˆ
k とする。） 

 2,,1
1

ˆ

ˆ

2

1 ,

1,

,

2 


























Nk
kN

b
C

C
C

kN

i

k

ki

ki

ki

k 　　  

これが不偏推定量であることは、次のように確認することができる。 

① 

② 
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  　
1

ˆ

|ˆ
1

2

,

1,

,

2









































kN

Bb
C

C
EC

BE

kN

i

kk

ki

ki

ki

kk

 
であり、 



















kk

ki

ki
Bb

C

C
E ˆ

,

1,

 

であるから、 

  　
1

ˆ

ˆ
1 ,

1,

,

2



























kN

Bb
C

C
VC

E

kN

i

kk

ki

ki

ki

k
 

となる。ここで、上記等式の右辺の分子は、 

  

































































kN

i

kk

ki

ki

ki

kN

i

kkki

kN

i

k

ki

ki

ki

kN

i

kk

ki

ki

ki Bb
C

C
CovCBbVCB

C

C
VCBb

C

C
VC

1 ,

1,

,

1

,

1 ,

1,

,

1 ,

1,

,
ˆ,2ˆˆ

   

と展開でき、
 

　　　　　




















kN

i

k

ki

ki

ki

k

B
C

C
VC

1 ,

1,

,2

1

  

  　　　　　




kN

i

kkki

k

BbVC
1

,2
ˆ1

  

　　　　　




















kN

i

kk

ki

ki

ki

k

Bb
C

C
CovC

1 ,

1,

,2
ˆ,

1

  

であるから、 

     　222 |ˆˆ
kkkk BEEE    

 

③～⑥に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。なお、同じ選択肢を複数回用  

いてもよい。 

 

（Ａ）0
 

     （Ｂ）1
 

       （Ｃ） 2
 

     （Ｄ） 1k
   

    （Ｅ） k
 

（Ｆ） 1k
   

（Ｇ） 1 kN
   
（Ｈ） kN 

 
  （Ｉ） 1 kN  

  
（Ｊ） 1N

 
（Ｋ） N     （Ｌ） 1N     （Ｍ）いずれにも該当しない   

 

 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
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Ⅳ．効用関数が )(xu である人が期初にwの富を持っている。保有しているリスク X に対し、リスクを

他者に移転するためにいくらまでであれば保険料P を支払うことができるかを考える。 

  

このとき、保険料の上限 oP は次の２つの式が等しい場合となる。 

・保険を買わない場合の効用  

  ・保険を買う場合の効用    

 

また、       の効用関数については第２次まで、       の効用関数については第１

次まで、 )(XEw のまわりでテイラー展開して近似し、 )(xr        とすると、保険料の

上限 oP は、リスク X の期待値 x と分散
2

x を用いて、次式のとおり表現することができる。 

)(
2

2

x
x

xo wrP 


   

この )(xr は、Arrow-Pratt の絶対危険回避度と呼ばれており、この水準が高ければリスク回避度は

高いこととなる。 

 

（１）①～③に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 

 

 【①、②の選択肢】 

（Ａ） ))(( XEwu      （Ｂ） ))(()( XEuwu        （Ｃ） )( 0Pwu        

（Ｄ） )()( 0Puwu       （Ｅ） ))(( 0 XEPwu       （Ｆ） ))(()( 0 XEPuwu    

（Ｇ） ))(()( XuEwu    （Ｈ） ))(( XwuE           （Ｉ） ))(( 0 XPwuE    

（Ｊ）いずれにも該当しない 

 

 【③の選択肢】 

（Ａ） )(xu   
（Ｂ） )(xu   

（Ｃ） )(xu   （Ｄ） )(

)(

xu

xu
  （Ｅ） )(

)(

xu

xu 
  

（Ｆ）
)(

)(

xu

xu




 
 （Ｇ）

)(

)(

xu

xu




  （Ｈ） )(

)(

xu

xu




  
（Ｉ）

)(

)(

xu

xu




  

（Ｊ）いずれにも該当しない 

 

① 

② 

① ② 

③ 
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（２）期初の富を 000,1w とし、リスク X は以下の確率分布に従うものとする。 

 

X  発生確率 

0 0.5 

90 0.3 

150 0.2 

 

次のアからウの効用関数について、問題文の近似式を用いて保険料の上限 oP を算出したとき、最も

oP が大きくなるのは       の効用関数であり、そのときの oP の値は       であ

る。 

 

ア．
xexu 0006.0)(   

  イ． xxu log)(   

  ウ．
6.0)( xxu   

 

④、⑤に当てはまる最も適切なもの（⑤については最も近いもの）は、選択肢のうちのどれか。 

 

【④の選択肢】 

（Ａ）ア （Ｂ）イ （Ｃ）ウ  

 

【⑤の選択肢】 

（Ａ）57.6 （Ｂ）57.8 （Ｃ）58.0 （Ｄ）58.2 （Ｅ）58.4 

（Ｆ）58.6 （Ｇ）58.8 （Ｈ）59.0 （Ｉ）59.2 （Ｊ）59.4 

 

 

 

④ ⑤ 
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Ⅴ．次の Lundberg モデルにおいて、破産が発生し、かつ破産直後の欠損額が y )0( y 以上である確

率 ),( yuG について考える。なお、このモデルでは「時刻 tのサープラス tU が 0tU となる状態」を

破産と呼ぶ。このとき、次の（１）～（３）の各問に答えなさい。  

期首サープラス   ：u  

クレーム件数過程のパラメータ ：  

  個々のクレーム額の分布関数  ： )(xF  

  単位時間当たりの収入保険料  ： c  

 

（１）期首から微小時間 t 経過後に支払額 xの事故が 1 件発生し、破産していない状態を考える。こ

のとき、期間  t,0 において事故が発生する確率は     である。また、その後破産が発生し、

かつ破産直後の欠損額が y 以上となる確率は     である。 

①、②に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（２）期首から微小時間 t 経過後の状態に着目し、「事故が発生していない状態」「事故が 1 件発生し

かつ破産していない状態」「事故が 1 件発生しかつ破産している状態」の 3 つの状態に場合分けす

ることで、 ),( yuG を下式のとおり表すことが出来る。 

 

),( yuG     dummydummy   

      )(
0

xdFdummydummy
tcu




  

   dummydummy   

 

③～⑤に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか（③と④の解答は順不同）。 

 

【①～⑤の選択肢】 

（Ａ） ),( ytcuG   （Ｂ） ),( ytcuG   （Ｃ） ),( tcyuG   

（Ｄ） ),( tcyuG   （Ｅ） ),( yxtcuG 
 

（Ｆ） ),( yxtcuG 
 

（Ｇ） ),( xytcuG   （Ｈ） ),( xytcuG   （Ｉ）  

（Ｊ） 
  

（Ｋ） t
 

 （Ｌ） t
 

（Ｍ） t1   （Ｎ） t1
  

（Ｏ） 


 tcu
xdF )(

 

（Ｐ） 


 ytcu
xdF )(

 
（Ｑ） 



 tcu
xdF )(  （Ｒ） 



 ytcu
xdF )(

 

（Ｓ）いずれにも該当しない 
 

 

③ ④ 

① ② 

① ⑤ 

② 

① 
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（３）（２）の式を整理し、 0t とすることで、下式を得ることが出来る。 

      dummydummydummy
c

yuG
u




 
),(  

また、この式をu について ～0 の範囲で積分することで、  



y

duuF
c

yG )(1),0(


の式を得

ることが出来る。 

⑥～⑧に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか（⑦と⑧の解答は順不同）。 

 

（Ａ） ),( yuG   （Ｂ） ),( yxuG   （Ｃ） ),( yxuG   

（Ｄ） ),( xyuG   （Ｅ） ),( xyuG   
（Ｆ） ),( yyuG   

（Ｇ） ),( yyuG   （Ｈ） 
u

xdFyuG
0

)(),(  （Ｉ）  
u

xdFyxuG
0

)(),(  

（Ｊ）  
u

xdFyxuG
0

)(),(
 

（Ｋ）  
u

xdFxyuG
0

)(),(
 

（Ｌ）  
u

xdFxyuG
0

)(),(  

（Ｍ）  
u

xdFyyuG
0

)(),(
 

（Ｎ）  
u

xdFyyuG
0

)(),(
 

（Ｏ） 


u
xdF )(  

（Ｐ） 


u
xdFuG )()0,(

 
（Ｑ） 



u
xdFyG )(),0(  （Ｒ） 



u
xdFyuG )(),(

 

（Ｓ） 


 yu
xdF )(  

（Ｔ） 


 yu
xdFuG )()0,(  

（Ｕ） 


 yu
xdFyG )(),0(  

（Ｖ） 


 yu
xdFyuG )(),(  （Ｗ）いずれにも該当しない 

 

⑥ ⑦ ⑧ 
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Ⅵ．ある保険会社の契約ポートフォリオに対して、以下のことが分かっている。  

 ・対象契約ポートフォリオから発生したクレームのうち、2 億円以上のクレームは 6 件であり、それ

ぞれ 2.10 億円、2.20 億円、2.20 億円、2.20 億円、3.00 億円、3.30 億円であった。（過去何年間の

データであるかは定かではない。） 

 ・対象契約ポートフォリオから生じる年間のクレーム件数の期待値は 100 件である。 

 ・クレーム 1 件あたりのクレーム額は指数分布に従う。 

このとき、次の（１）、（２）の各問に答えなさい。なお、必要があれば、 718.2e を使用すること。 

 

（１）この保険会社は対象契約ポートフォリオに対してエクセスポイント 0.50 億円、カバーリミット

無制限の超過損害額再保険を手配することとした。この超過損害額再保険の年間の再保険金回収額

の期待値は       億円である。①に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。

ただし、クレーム１件あたりのクレーム額が従う指数分布のパラメータは最尤法により推測せよ。 

 

（Ａ）18.0 （Ｂ）18.2 （Ｃ）18.4 （Ｄ）18.6 （Ｅ）18.8 

（Ｆ）19.0 （Ｇ）19.2 （Ｈ）19.4 （Ｉ）19.6 （Ｊ）19.8 

 

（２）（１）の超過損害額再保険に代わって、出再割合 20％の比例再保険を手配し、さらに、保有部分

に対してエクセスポイント       億円、カバーリミット 0.70 億円の超過損害額再保険を

手配することとした。両再保険からの年間の再保険金回収額の期待値の合計が（１）の結果と一致

するとき、②に入る数値に最も近いものは、選択肢のうちのどれか。 

 

（Ａ）0.30 （Ｂ）0.35 （Ｃ）0.40 （Ｄ）0.45 （Ｅ）0.50 

（Ｆ）0.55 （Ｇ）0.60 （Ｈ）0.65 （Ｉ）0.70 （Ｊ）0.75 

①     

と  

   

 、 

②     

と  

   

 、 
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Ⅶ．一般化パレート分布の性質に関して、次の（１）～（３）の各問に答えなさい。 

 

（１）あるポートフォリオ A について、個々のクレーム額 X の分布関数が一般化パレート分布 

)0,10,0(11)(

1

, 














 

 x
x

xG  

に従うことが分かっている。また、閾値を )0( uu とする。このとき、個々のクレーム額 X の超

過分布関数 )(xFu を求めると、以下のとおりとなる。①～③に当てはまる最も適切なものは、選択

肢のうちのどれか。 

 

)0(11)( 







 xxFu


 

 

（Ａ）   （Ｂ） u        （Ｃ） u         （Ｄ）


1
  

（Ｅ）
 


1

     （Ｆ） x  （Ｇ） )( ux       （Ｈ） )( ux    

（Ｉ） x  （Ｊ）いずれにも該当しない 

 

（２）個々のクレーム額 X の平均超過関数 )(ue を求めると、以下のとおりとなる。④、⑤に当てはま

る最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 

 

)0()(  uue  

 

（Ａ）   （Ｂ） u        （Ｃ） u         （Ｄ） )(  u  

（Ｅ） )(  u     （Ｆ） u  （Ｇ） 1          （Ｈ） 1   

（Ｉ） u  （Ｊ）いずれにも該当しない 

 

①     

と 

  

  

 、 

②     

と 

  

  

 、 

④     

と 

  

  

 、 

⑤     

と 

  

  

 、 

③     

と 

  

  

 、 
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（３）あるポートフォリオ B について、個々のクレーム額Y の閾値 )0( uu の超過分布関数が一般化

パレート分布の分布関数 )(, yG 
)0,10,0(  y に従うことが分かっている。このと

き、 αqYVaR )( がu 以上となるような について、
αq を用いて )(YTVaR を表すと、以下のと

おりとなる。⑥、⑦に当てはまる最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 

（ヒント：確率変数Y について )()())(( YVaRYTVaRYVaRe    が成り立つ。ここで、 )(ue は

Y の平均超過関数である。） 

 

)(YTVaR  

 

（Ａ） u   （Ｂ） αq         （Ｃ） uqα       （Ｄ） uqα    

（Ｅ） uqα       （Ｆ） uqα    （Ｇ） 1            （Ｈ） αq1   

（Ｉ） αq1  （Ｊ）いずれにも該当しない 

 

⑥ 

     

と 

  

  

 、 

⑦    

と 

  

  

 、 
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Ⅷ．次の（１）、（２）の各問に答えなさい。 

 

（１）以下のイからハのうち正しいものの組み合わせとして最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 

イ．純保険料法は、料率改定が求められる時に予定損害率と実績損害率を対比することを基本的考

え方とする手法であり、料率算定法の中で判断法に次いで古い手法である。 

ロ．スケジュール料率算定法では、過去の実績に基づいてその後の年度における料率調整が行われ

るのに対し、経験料率算定法では、当該期間におけるロス実績に基づき、その期間内の最終保

険料調整が行われる。 

ハ．エッシャー原理とワンの保険料算出原理は、共に、期待効用原理に基づく均衡価格の考え方に、

いくつかの仮定を加えることで導くことができる。 

 

（Ａ）全て正しい  （Ｂ）イ、ロのみ正しい 

（Ｃ）イ、ハのみ正しい  （Ｄ）ロ、ハのみ正しい 

（Ｅ）イのみ正しい  （Ｆ）ロのみ正しい 

（Ｇ）ハのみ正しい  （Ｈ）全て誤り 

 

（２）以下のニからヘのうち正しいものの組み合わせとして最も適切なものは、選択肢のうちのどれか。 

ニ ． コ ヒ ー レ ン ト ・ リ ス ク 尺 度 が 満 た す べ き 性 質 の う ち 、 劣 加 法 性 と は 、

)()()( 2121 XXXX   を満たす性質のことである。TVaR やワン変換リスク尺度と異な

り、VaR はこの性質を満たさない場合がある。 

ホ．保険料算出原理の指数原理とは、保険金を X 、保険料を )(XP とするとき、

 hpFpXP X  1)(|min)(  0h  にて表される原理であり、 X の分布の上側 h%点と

期待値との差をリスクプレミアムとする原理である。 

ヘ．ケンドールの は、 ),( YX の 2 つの標本 ),(),,( 2211 YXYX に対して、
21, XX の大小と

21,YY の

大小が一致しない確率から、
21, XX の大小と

21,YY の大小が一致する確率を引いた値である。

21, XX や
21,YY の大小関係は YX , の分布とは無関係に決まるため、ケンドールの はピアソン

の積率相関係数と異なり周辺分布には依存しない。 

 

（Ａ）全て正しい  （Ｂ）ニ、ホのみ正しい 

（Ｃ）ニ、ヘのみ正しい  （Ｄ）ホ、ヘのみ正しい 

（Ｅ）ニのみ正しい  （Ｆ）ホのみ正しい 

（Ｇ）ヘのみ正しい  （Ｈ）全て誤り 

 

 

 

  

以上 
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損保数理（解答例） 

問題１  

Ⅰ． 

（１）①（Ｂ）②（Ｍ）（①、②は完答） （２）（Ｈ） （３）（Ｄ） 

［（１）２点、（２）２点、（３）３点］ 

（１） 

S のキュムラント母関数を用いると、 

歪度
3

0

3

3

3

0

3

3

33

3

)(

2
log

1
)(log

1)))(((




























 tt

s
tdt

d
tM

dt

dSESE
 

 

（２） 

ガンマ分布の性質より、 

平均 100 



x  

分散 22

2
 




 

歪度 2
)(

2
3





 

上式を解くと、 8,1,2 0  x となる。 

 

（３） 

破産確率 を求めると、次のとおりとなる（ 0 ：期首サープラス、 p ：保険料収入）。 

  )0( 0  SpP   

 )1,2:814(1)14()01.1103.010(  GSPSP  

 017.07)71(1
)2(

1
1 66

6

0

12
2




 

 eedtet t   
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Ⅱ． 

（１）a  ６  b  ０（a、b は完答） （２）c  ２  d  ３ （c、d は完答） 

（３）e  ５  f  ５（e、f は完答）   ［（１）２点、（２）２点、（３）３点］ 

（１） 

平成X 年度の既経過保険料は 750,22
12

11112
500,3 




･･･
（万円） 

平成X 年度の既発生保険金は 650,13
12

11112
%60500,3 




･･･
（万円） 

従って、平成X 年度のアーンドベーシス損害率は %60
750,22

650,13
  

なお、事故は保険期間中均一に発生するという条件から、アーンドベーシス損害率は予定損害率に等し

くなる。 

 

（２） 

平成X 年度の計上保険料は 000,4212500,3  （万円） 

平成X 年度の支払保険金について、事故発生から保険金支払までの期間が 2 か月であることから、保険

金支払が平成X 年度中に行われるのは、保険始期ごとに下表の期間に事故が発生した場合である。 

 

保険始期 事故発生期間 

X 年 4 月 1 日 X 年 4 月 1 日から 1X  年 1 月末までの 10 か月間 

X 年 5 月 1 日 X 年 5 月 1 日から 1X  年 1 月末までの 9 か月間 

… … 

1X  年 1 月 1 日 1X  年 1 月 1 日から 1X  年 1 月末までの 1 か月間 

1X  年 2 月 1 日 X 年度中の支払はない 

1X  年 3 月 1 日 X 年度中の支払はない 

 

平成X 年度の支払保険金は 625,9
12

001910
%60500,3 




･･･
（万円） 

従って、平成X 年度のリトンベーシス損害率は %23
000,42

625,9
  

（３） 

平成 1X  年度の計上保険料は 000,4812000,4  （万円） 

平成 1X  年度の支払保険金について、事故発生から保険金支払までの期間が 2 か月であることから、

保険金支払が平成 1X  年度中に行われるのは、保険始期ごとに下表の期間に事故が発生した場合であ

る。 
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保険始期 事故発生期間 

X 年 4 月 1 日 1X  年 2 月 1 日から 1X  年 3 月末までの 2 か月間 

X 年 5 月 1 日 1X  年 2 月 1 日から 1X  年 4 月末までの 3 か月間 

… … 

1X  年 1 月 1 日 1X  年 2 月 1 日から 1X  年 12 月末まで 11 か月間 

1X  年 2 月 1 日 1X  年 2 月 1 日から 2X  年 1 月末までの 12 か月間 

1X  年 3 月 1 日 1X  年 3 月 1 日から 2X  年 1 月末までの 11 か月間 

1X  年 4 月 1 日 1X  年 4 月 1 日から 2X  年 1 月末までの 10 か月間 

1X  年 5 月 1 日 1X  年 5 月 1 日から 2X  年 1 月末までの 9 か月間 

… … 

2X  年 1 月 1 日 2X  年 1 月 1 日から 2X  年 1 月末までの 1 か月間 

2X  年 2 月 1 日 1X  年度中の支払はない 

2X  年 3 月 1 日 1X  年度中の支払はない 

 

平成 1X  年度の支払保険金は 

400,26
12

001910
%60000,4

12

11121132
%60500,3 







･･････
（万円） 

従って、平成 1X  年度のリトンベーシス損害率は %55
000,48

400,26
  
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Ⅲ． 

（１）①（Ｅ） ②（Ｈ） （２）③（Ｈ）   ［（１）①１点、②２点、（２）③４点］ 

（１） 

クレーム総額 S のクレーム件数 N のパラメータを、個々のクレーム額 X の確率密度関数を )(xf と

すると、複合ポアソン分布の特性より、それぞれ次のとおりとなる。 

 

＝ 21   ＝4＋6＝10 （ 1 , 2 は 1S ， 2S のクレーム件数のパラメータ） 

x

x

x

x

eeeexfxfxf 






5

3

5

1

10

6

2

1

10

4
)()()( 22

2
2

1
1








 

 

これにより、クレーム件数 N と個々のクレーム額 X のモーメントは次のとおりとなる。 

10)()(  NVNE  

  

 

5

7

5

3
2

5

2

5

3

5

2

5

3
22

5

1

)
5

3

5

1
(

)()(

0

0

2

00

2

0
0

0

2

0

2

0

2

0





















































 




 




















x

x

x

x

xx

xx

x

x

ee

dxedxe

dxeexdxeex

dxeex

dxxfxXE
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  

  

 

5

22

5

6
2

5

8

5

6

5

8

5

6
22
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4

5

6

5

4

2
5

3
222

5

1

)
5

3

5

1
(

)()(

0

0

2

00

2

0
0

0

2

0

2

00

2

0
0

2

0

2

0

22

0

22

0

22
















































































 




 




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

 




 























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x

x

x
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x

x
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x

x
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dxeexdxeex

dxxedxxe
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dxeex

dxxfxXE

 

 

この結果から、クレーム総額 S の期待値 )(SE 、および分散 )(SV は次のとおりとなる。 

14
5

7
10)()(  ･XESE   

44
5

22
10)(})()({)( 22  ･XEXEXVSV   

 

（２） 

問題文より、クレーム総額 S についても期待値 )(SE 、分散 )(SV の正規分布に従うと仮定できるた

め、
)(

)(

SV

SES
Z


 とおくと、Z は標準正規分布に従うと近似できる。 

  975.096.1 ZPr であることから、クレーム総額 S の 97.5 パーセンタイル値は次のとおりとなる。 

   0.274496.11496.1
44

14
96.1

)(

)(






























SPSP

S
P

SV

SES
P rrrr

 

題意より、 SS 2 であることから、求めるaは次のとおりとなる。 

   0.540.27
2

0.27 '
'









 SP

S
PSP rrr
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【別解】 

クレーム金額増額後のクレーム額を XY 2 とおくと、Y の確率密度関数は、次のとおりとなる。 

2424

10

3

10

1

2

1

5

3

5

1
)(

yyyy

eeeeyf
















  

クレーム金額増額後の個々のクレーム額Y のモーメントを計算すると次のとおりとなる。。 

10

28

)
10

3

10

1
(

)()(

0

24

0










 



dyeey

dyyfyYE

yy

 

10

176

)
10

3

10

1
(

)()(

0

242

0

22










 



dyeey

dyyfyYE

yy

 

（１）と同様に、クレーム金額増額後のクレーム総額 'S の期待値 )(SE  、および分散 )(SV  は次のと

おりとなる。 

28
10

28
10)()( '  ･YESE   

176
10

176
10)(})()({)( 22'  ･YEYEYVSV   

)(

)(

'

''

SV

SES
Z


 とおくと、問題文よりZ は標準正規分布に従うと近似できる。 

  975.096.1 ZPr であることから、求めるaは次のとおりとなる。 

   0.5417696.12896.1
176

28
96.1

)(

)( ''
'

'

''






























SPSP

S
P

SV

SES
P rrrr
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Ⅳ． 

（１）（Ｇ） （２）（Ｉ）   ［（１）２点、（２）５点］ 

（１） 

エクスポージャとクレーム総額は、問題文に与えられているとおり、 

＜エクスポージャ＞ 

  耐火 非耐火 計 

都市 560 440  

郊外 200 300  

計   1,500 

＜クレーム総額＞ 

  耐火 非耐火 計 

都市 560 1,540  

郊外 300 1,350  

計   3,750 

であるから、クレームコストは、リスク区分ごとにクレーム総額をエクスポージャで除して、下記の

とおり求められる。 

＜クレームコスト＞ 

  耐火 非耐火 計 

都市 1.00 3.50  

郊外 1.50 4.50  

計   2.50 

相対クレームコスト指数は、合計のクレームコストが 1 になるように、リスク区分ごとにクレームコ

ストを合計のクレームコストで除して、下記のとおり求められる。 

＜相対クレームコスト指数＞ 

  耐火 非耐火 計 

都市 0.40 1.40  

郊外 0.60 1.80  

計   1.00 

したがって、都市・非耐火に対応する相対クレームコスト指数の実績値は 1.40 

 

（２） 

尤度関数は、  
 













 
 

 i

ii

i ii

iii

y
yfL








2
exp

2

1
,,;

24

1

4

1

であるため、 

対数尤度関数は、
 


 











 

















4

1

2

22

1
loglog

i i

ii

i

y
L






となる。 

ここで、 1 ：都市の料率係数、 2 ：郊外の料率係数、 1 ：耐火の料率係数、 2 ：非耐火の料率係
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数、と置くと、 

 

 

 

 





















4

3

2

1

22

12

21

11

i

i

i

i

i

　　

　　

　　

　　









  

と書けるので、対数尤度関数は、 

           

 










 


























4

1 4

2

224

3

2

123

2

2

212

1

2

111

22222

1
loglog

i i

yyyy
L



















となり、これを最大にするパラメータ 1 、 2 、 1 、 2 は、以下の連立方程式を満たす。（本問では、

加法型のミニマムバイアス法が満たす連立方程式と同じ連立方程式が導かれる。）
 

     

     

     

     

①　　

　　　

　　　　

　　　

　　　　









































00
log

00
log

00
log

00
log

22442122

2

12331111

1

22441233

2

21221111

1













yy
L

yy
L

yy
L

yy
L

 

この連立方程式①において、C を定数とすると、 

      Cyy  22441111  、       Cyy  12332122 
 

と表すことができる。これを整理すると、 

)(/,)(/

)(/,)(/

44223312

22211111

dCycCy

bCyaCy












 

となる。 )()()()( cbda  より、 








































3

3

2

2

4

4

1

1


C
y

C
y

C
y

C
y  

であり、各 iy 、 i を代入してC について解くと、 1397.16C

 したがって、都市・非耐火に対応する相対クレームコスト指数の推定値（料率係数の値）は、これを

代入して、 44.121    
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Ⅴ
． 

（１）（Ｈ） （２）（Ｃ）  ［（１）３点、（２）４点］ 

（１） 

 ロスディベロップメントファクターを計算すると以下のとおりとなる。 

事故年度 経過年度 

 i  1→2 2→3 3→4 

2011 年度 1 1.840 1.107 1.042 

2012 年度 2 1.813 1.085  

2013 年度 3 1.697   

 

経過年度 適用ロスディベロップメントファクター 

1→2 1.760 ＝（1.840×1＋1.813×2＋1.697×3）／6 

2→3 1.092 ＝（1.107×1＋1.085×2）／3 

3→4 1.042 ＝1.042 

 

2011 年度は第 4 経過年度まで達しているため、ロスディベロップメントファクターは 1.000 となり、

2012年度から2014年度の累積支払保険金のロスディベロップメントファクターは各々、1.042、1.138、

2.003 となる。 

これらを各事故年度の直近累計支払保険金に乗じると、予想最終発生保険金は 3,440、3,605、4,268、

5,769 となる。したがって、支払備金は 

（3,440＋3,605＋4,268＋5,769）－（3,440＋3,460＋3,750＋2,880）＝3,552 

となる。 

 

（２） 

与えられた契約年度ごとの営業保険料と予定損害率から、事故年度ごとの最終発生保険金の当初予測

値を計算すると以下のとおりとなる。 

事故年度 最終発生保険金の当初予測値 

2011 年度 4,000 ＝（7,800×50％＋8,200×50％）／2 

2012 年度 4,870 ＝（8,200×50％＋9,400×60％）／2 

2013 年度 5,970 ＝（9,400×60％＋10,500×60％）／2 

2014 年度 6,750 ＝（10,500×60％＋12,000×60％）／2 

 

これより、各事故年度のボーンヒュッターファーガソン法による予想最終累計発生保険金は以下のと

おり算出される。 

2011 年度： 3,4403,4404,000
1

1
1 








 ＋  
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2012 年度： 3,6563,4604,870
042.1

1
1 








 ＋  

2013 年度： 4,4743,7505,970
138.1

1
1 








 ＋  

2014 年度： 6,2602,8806,750
003.2

1
1 








 ＋  

 

したがって、支払備金は 

（3,440＋3,656＋4,474＋6,260）－（3,440＋3,460＋3,750＋2,880）＝4,300 

となる。 
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Ⅵ． 

（１）（Ｄ） （２）（Ｇ）   ［（１）４点、（２）３点］ 

（１） 

予定契約消滅率を考慮した現価率 および期始払年金現価率Z は、以下のとおりとなる。 

    9608.011  iq  

    6231.411 5  Z  

よって、積立型基本特約保険料は、以下のとおりとなる。 

 積立型基本特約保険料＝積立保険料×（1＋維持費率＋代理店手数料率） 

  ＝（満期返れい金× 5 ＋中途返れい金× 3 ）÷Z ×（1＋維持費率＋代理店手数料率） 

  ＝    %3%316231.49608.0509608.0200 35   万円 

  ＝ 145,477 円 

 

（２） 

第 4 保険年度末の払戻積立金の金額は、将来法を用いると、以下のとおりとなる。 

 払戻積立金＝満期返れい金×  － 積立保険料 

  ＝   6231.49608.0509608.02009608.0200 35  万円 

  ＝1,471,463 円 

よって、求める割合＝1,471,463÷477,145＝3.08 
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Ⅶ.  

（１）（Ｂ） （２）（Ａ）   ［（１）３点、（２）４点］ 

（１） 

期首サープラス 0u のときの破産確率を )0,0( とおくと、 

    83.0
2.1

1

1

1
)(1)(1lim),0(lim)0,0(

00



 



 





c
dxxF

c
dxxF

c
yG

y

yy
 

 

（２） 

求める確率は、「期首サープラス 0u で破産が発生したという条件の下で、破産直後のサープラスが-30

より小さくなる（期首時点からの損失が 30 を超える）条件付確率」と等しいため、この確率を求める。 

期首サープラス 0u のとき、 0tU となった直後の破産時の損失額Y の分布関数は、次のとおり。 

   
10

0

10

00
1

10

11
)(1

)0,0(

)(1

)0,0(

),0(
)(

y

y
x

yy

e

dxe
dxxFdxxF

cyG
yYP


















































 

よって、 30tU となる確率 )30( YP は、次のとおりとなる。 

05.0)30(1)30( 310

30

 



eeYPYP  
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問題２ 

Ⅰ． 

（１）（Ｉ） （２）（Ｆ）   ［（１）３点、（２）３点］ 

（１） 

クレーム発生頻度上昇前のクレーム件数平均 )(NE とクレーム額平均 )(XE は 

 50)(5.1
4.0

4.01
)( 


 XENE 、  

クレーム発生頻度上昇後のクレーム件数平均 )( 1NE とクレーム額平均 )( 1XE は 

4.0

20

50

1

11 50
50

1
)20()(

4.0

4.01
)( 

 




  edxexXE
k

k
NE

x

、  

)()()()( 11 XENEXENE  のとき年間の発生保険金の期待値が同じとなるので、 

77.0

905.04.06.0

905.0

)4.06.0(

)4.01(4.05.1

50
4.0

4.01
505.1

4

4

4.04.0

4.0

4.0





















k

k

eke

ekk

e
k

k

 

 

（２） 

１回目の事故のクレーム額の期待値は50、２回目以降の事故のクレーム額の期待値は 4.050 e となるの

で、年間のクレーム件数を 2N 、クレーム総額を 2S とすると、 










 tte

t
tNSE

1)1(5050

00
)|(

4.022  

が成り立ち、クレーム総額平均 )( 2SE は 

 

 

)4.01()1(50
4.0

4.01
50

)4.01(4.0)1(5050

)4.01(4.0))1(5050(

)4.01(4.0)|())|(()(

4.04.0

1

4.04.0

1

4.0

1

22222

ke
k

k
e

kkete

kkte

kktNSENSEESE

t

t

t

t

t

t




































 

)()()( 2SEXENE  のとき年間の発生保険金の期待値が同じとなるので、
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15,86.0

)905.01(32.0

905.0)905.01(64.0)905.08.02.0()905.08.02.0(

0)8.02.0()1(16.0

4.0)4.01()1()4.01(4.05.1

)4.01()1(50
4.0

4.01
50505.1

4

44244

4.04.024.0

4.04.0

4.04.0























k

k

ekeke

kkekek

ke
k

k
e

 

10  k となるため、 86.0k となる。
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Ⅱ． 

（１）①（Ｄ） ②（Ｄ）③（Ｂ）（①～③は完答） （２）④（Ｆ） ⑤（Ａ）   

［（１）３点、（２）④２点、⑤２点］ 

（１） 

事後分布  xX ||  は、 

          

   



2exp09.0exp3.0exp09.0

exp3.0exp09.0||

4
3

1

4

3

1

3

1

||























i

i

i

i

i

iX

x

xxf
i

　　　　　

xX

 

と計算できる。ここで、事後分布  xX ||  は確率密度関数であることから、 

ある定数C により   12exp
0

4 


 dC を満たす。
 

 
 

1
4

3

2

5
2exp

50

4 





CCdC 
 

より、 34C であるから、求める事後分布  xX ||  は、     2exp
3

4
| 4

|  xX  

 

（２） 

今年度（第 4 年度）の発生保険金 4X の期待値は、 

    

 
 

5.0
2

4

3

4
2exp

3

4

1
|

40

3

44




















 d

EXEEXE

　　　
 

また、 4X が、 4X の期待値である 0.5 を超える確率の期待値は、 

  

        

     

 
%33

5

2

5.2

5

3

4

5.2exp
3

4
2exp

3

4
5.0exp

2exp
3

4
exp2exp

3

4
exp

|5.0

5

10

5

0

4

0

4

0

4

5.0
0

4

5.0

4












 





 


  

　　　

　　　

　　　





dd

dxddxx

XPE
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Ⅲ． 

（１）①（Ｑ） ②（Ｈ）（①、②は完答）（２）③（Ａ） ④（Ｈ） ⑤（Ｂ） ⑥（Ｂ）   

［（１）１点、（２）③～⑤各１点、⑥２点］ 

（１） 

    
 

 a

C

BCE

E

C

BCE

EB

C

C

EEBbEEbE
kN

i

ki

kN

i

kki

kN

i

ki

k

kN

i

ki

kkN

i

ki

kN

i

ki

kkk 







































































































































1

,

1

1,

1

,

1

1,

1

,

1

1,

|ˆˆ
 

であり、前提条件１から   








 
kN

i

kik

kN

i

kki CbBCE
1

,

1

1, | であるから、 

    kkkN

i

ki

kN

i

kik

bbE

C

Cb

Ea 
































1

,

1

,

　　　

　　

 となって不偏性を確認することができる。 

 

（２） 

前提条件１から kk

ki

ki
bB

C

C
E 
















,

1,
であること、（１）から   kkk bBbE |ˆ であることより、 

0ˆ

,

1,
　　


















kkkk

ki

ki
bbBb

C

C
E

 

である。また、前提条件２から
ki

k

k

ki

ki

C
B

C

C
V

,

2

,

1, 

















であることより、 

 






























kN

i

kN

iki

k

ki

k

kN

i

k

ki

ki

ki

k

kN
C

CB
C

C
VC

1 1,

2

,2
1 ,

1,

,2
1

11
　



  

である。次に（１）から















kN

i

ki

kN

i

ki

k

C

C

b

1

,

1

1,

ˆ であることより、 
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   b

C

BCV

CBbVC
kN

i

ki

k

kN

i

ki
kN

i

ki

k

kN

i

kkki

k


2

1

,

1

1,

1

,2
1

,2

1ˆ1











































 
となる。

 

ここで、前提条件３から、異なる事故年度については、どの経過年数をとっても累計支払保険金は独立

であることから、  










 








 kN

i

kkik

kN

i

ki BCVBCV
1

1,

1

1, が成り立つ。さらに、前提条件２から

  kikkki CBCV ,

2

1, 
であることより、   1

1
2

1

,

1

,

2

1

,2
　　


























kN

i

ki

kN

i

kikkN

i

ki

k
C

C

Cb



  

である。続いて、（１）から















kN

i

ki

kN

i

ki

k

C

C

b

1

,

1

1,

ˆ であることより、 

 c

C

BCCCov

CC

BCCCov

CBb
C

C
CovC

kN

i
kN

i

ki

k

kN

i

kiki

k

kN

i
kN

i

kiki

k

kN

i

kiki

ki

k

kN

i

kk

ki

ki

ki

k











































































































1

1

,

1

1,1,

2

1

1

,,

1

1,1,

,2
1 ,

1,

,2

,
1

,
1ˆ,

1





 

となる。ここで、前提条件３から、    kkikkikik

kN

i

kiki BCVBCCCovBCCCov 1,1,1,

1

1,1, ,, 





 









 が成

り立つ。さらに、前提条件２から、  
 

1
11

1

1

,

,

2

2
1

1

,

1,

2
　　










































































kN

i
kN

i

ki

kik

k

kN

i
kN

i

ki

kki

k C

C

C

BCV
c



  

である。以上から、        2

222

22

1

2
|ˆˆ

k

kkk

kkk
kN

kN
EBEEE 


 

















  となって不偏性を確認

することができる。 



- 18 - 

Ⅳ． 

（１）①（Ｈ）②（Ｃ）③（Ｇ）（２）④（Ｂ）⑤（Ｈ）   ［（１）各１点、（２）④１点 ⑤３点］ 

（１） 

テキスト 7-18、7-19 のとおり 

 

（２） 

リスクＸの平均 x と分散
2

x は次のとおりとなる。 

681,32.0)57150(3.0)5790(5.0)570(

572.01503.0905.00

2222 



x

x




 

また、各効用関数における )( xwr  は、テキスト 7-20 より次のとおりとなる。 

ア． 00060.0)(  xwr   

イ． 00106.0
57000,1

11
)( 







x

x
w

wr


  

ウ． 00042.0
57000,1

4.06.01
)( 









x

x
w

wr


  

 

以上より各効用関数における oP の値は次のとおりとなる。 

ア． 1.5800060.0
2

681,3
57)(

2

2

 x
x

xo wrP 


  

イ． 0.5900106.0
2

681,3
57)(

2

2

 x
x

xo wrP 


  

ウ． 8.5700042.0
2

681,3
57)(

2

2

 x
x

xo wrP 


  

 

＜参考＞ 近似計算を使わない場合 

ア． ①
51.0546.06.0 2.03.05.0))((   eeeXwuE  

② 00006.06.0

0 )(
P

ePwu


                            ⇒これを解くと  108.580P  

イ． ① 850log2.0910log3.01000log5.0))((  XwuE  

② )1000log()( 00 PPwu                           ⇒これを解くと  985.580P  

ウ． ①
6.06.06.0 8502.09103.010005.0))((  XwuE  

②
6.0

00 )1000()( PPwu                            ⇒これを解くと  790.570P  
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Ⅴ．
 

（１）①（Ｋ） ②（Ｆ）（２）③（Ｎ） ④（Ａ） ⑤（Ｐ）（③～⑤は完答、③と④の解答は順不同） 

（３）⑥（Ａ） ⑦（Ｉ） ⑧（Ｓ）（⑥～⑧は完答、⑦と⑧の解答は順不同） 

［（１）①１点、②１点、（２）２点、（３）３点］ 

（１） 

期首から微小時間 t 経過後に支払額 x の事故が 1 件発生し、破産していない状態を考える。このとき、

期間  t,0 において事故が発生する確率は t である。また、その後破産が発生し、かつ破産直後の欠

損額が y 以上となる確率は ),( yxtcuG  である。 

 

（２） 

微小時間 t 経過後の状態に着目し、「事故が発生していない状態」「事故が 1 件発生しかつ破産してい

ない状態」「事故が 1 件発生しかつ破産している状態」の 3 つの状態に場合分けすることで、 ),( yuG を

下式のとおり表すことが出来る。 

 

),( yuG  ),()1( ytcuGt    

  )(),(
0

xdFyxtcuGt
tcu




   







ytcu
xdFt )(  

 

（３） 

（２）の式を整理し、 0t とすることで、下式を得ることが出来る。 

 









yu

u

xdFxdFyxuGyuG
c

yuG
u

)()(),(),(),(
0


 

また、この式をu について ～0 の範囲で積分することで、  



y

duuF
c

yG )(1),0(


の式を得ること

が出来る。 
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Ⅵ． 

（１）（Ｃ） （２）（Ｆ）   ［（１）３点、（２）３点］ 

（１） 

クレーム 1 件あたりのクレーム額が平均 （億円）の指数分布 










x
xf exp

1
)( に従うとする。ク

レーム額が 2 億円以上になるという条件の下でクレーム額が従う分布は 








 
























 



2
exp

1
exp

1

exp
1

1
)(

2

xx

dy
y

xg  

である。尤度関数 



n

i

ixgL
1

)()( の対数をとって 











 


n

i

i
n

i

i

xnn
n

x
xgL

11

2
log

2
exp

1
log)(log)(log





  

ここで、   5.23.332.22.22.21.2
6

1

6

11 6

11

 
 i

i

n

i

i xx
n

x である。 

0
ˆˆ

2

ˆ
)ˆ(log

22







xnnn
L

d

d
 より最尤推定値は 5.02ˆ  x となる。 

従って、クレーム額が従う分布は  xxf 2exp2)(   となる。 

エクセスポイント 0.50 億円、カバーリミット無制限の超過損害額再保険の再保険回収額の期待値は 

  4.1850)2exp(5.0)2exp()5.0(100

)2exp(2)5.0(100)()5.0(100

1

5.0

5.0 5.0







 

 
exxx

dxxxdxxfx

 

となる。 

 

（２） 

比例再保険からの期待回収額 1A は 105.01002.01 A （億円）である。 

比例再保険を手配した後の保有部分 XY 8.0 が従う確率密度分布を )(yh とすると、 yx 25.1 より、

)5.2exp(5.225.1)25.12exp(2)25.1()( yy
dy

dx
yxfyh  となる。保有部分Y についてエク

セスポイント 億円、カバーリミット 0.70 億円の超過損害額再保険からの期待回収額 2A は、 

 
 
    
 

 )75.1exp(1)5.2exp(40

)75.15.2exp(7.0)5.2exp(4.0)75.15.2exp(4.0)75.15.2exp(7.0100

)5.2exp(7.0)5.2exp(4.0)5.2exp()(100

)5.2exp(5.27.0)5.2exp(5.2)(100

)(7.0)()(100

7.0

7.0

7.0

7.0

7.0

7.0
2

















 



 



 

 



















 



 

yyyy

dyydyyy

dyyhdyyhyA

 

4.1821  AA より   4.18)75.1exp(1)5.2exp(4010    
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従って、
 





 254.0

)75.1exp(140

104.18
)5.2exp(   

ここで、  287.0)25.1exp()50.05.2exp( 、 

 253.0)375.1exp()55.05.2exp( 、 

 223.0)50.1exp()60.05.2exp(  

であるから、αに最も近い数値は 0.55（億円）となる。 
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Ⅶ.  

（１）①（Ｆ）②（Ｃ）③（Ｄ）（①～③は完答） （２）④（Ｃ）⑤（Ｇ）（④、⑤は完答） 

（３）⑥（Ｅ）⑦（Ｇ）（⑥、⑦は完答）   ［（１）２点、（２）２点、（３）２点］ 

（１） 

超過分布関数の定義より、  
)(1

)()(
|)(

uF

uFuxF
uXxuXPxFu




 である。 

ここで、






1

, 11)()(













s
sGsF より、 






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
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
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
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


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










 



u

x

u

uux

xFu  

となる。すなわち、  ,G に対する閾値u の超過分布は、一般化パレート分布 uG  , となる。 

 

（２） 

平均超過関数の定義より、  
)(1

))(1(

)(1

)()(
|)(

uF

dssF

uF

dssfus
uXuXEue uu














である。 
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となる。 

なお、 )(ue は（１）で求めた超過分布 uG  , の期待値に等しいことから 
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  
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と求めることもできる。 

 

（３） 

Y の閾値u の超過分布関数が一般化パレート分布 )(, yG 
に従うとき、（１）、（２）の結果より、Y の平

均超過関数 )()( usse  は )(, usG  の期待値に等しく、 










1

)(
)(

us
se  となる。    

ここで、 αqYVaR )( として、 αα qYTVaRqe  )()(   を用いて、 




















11

)(
)()(

uq
q

uq
qqeYTVaR α

α
α

αα  

となる。 

なお、 )()())(( YVaRYTVaRYVaRe    が成立することは平均超過関数、TVaR 、VaR の定義よ

り示すことができる。 
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Ⅷ． 

（１）（Ｇ） （２）（Ｅ）   ［（１）３点、（２）３点］ 

（１） 

イ 同文は、損害率法に関する説明（テキスト 1-28～29）。 

ロ 同文は、経験料率算定法と遡及料率算定法の違いに関する説明（テキスト 1-27）。 

ハ  正しい（テキスト 7-7～14）。 

 

（２） 

ニ 正しい（テキスト 10-48～52）。 

ホ  同文は、パーセンタイル原理に関する説明（テキスト 7-3）。 

ヘ 誤：
21, XX の大小と

21,YY の大小が一致しない確率から、
21, XX の大小と

21,YY の大小が一致する

確率を引いた値である 

正：
21, XX の大小と

21,YY の大小が一致する確率から、
21, XX の大小と

21,YY の大小が一致しない

確率を引いた値である（テキスト 10-27） 
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